
●13　　 広報しらたか　2015.4.13

住宅リフォーム総合支援事業

区　　分 一般分 人口減少対策分

対象工事
５要件（部分補強、省エネ化、バリアフリー化、
県産木材使用、克雪化）のいずれかを含む工事

５要件（部分補強、省エネ化、バリアフリー化、
県産木材使用、克雪化）のいずれかを含む工事
※三世代世帯は居室の床面積の合計が10㎡以上増
加する工事などの三世代同居リフォーム工事を施
工する必要があります。

工事請負金額の下限 工事請負金額が50万円以上
施工業者 県内業者（県内に本店・本社がある法人または事業者）であること

申請者（施主）の要件
・白鷹町内に住所を有する者　
・町税等の滞納がないこと

・白鷹町内に住所を有する世帯
（移住世帯については平成26年４月１日以降に県
　外から町内に転入し、居住する世帯）
・町税等の滞納がないこと

その他補助金との
併用について 介護保険、他の補助金、県制度融資、エコポイントとの併用は不可

支援内容（補助額）
工事費の10％分（上限20万円）
※県産木材を３㎥以上使用するリフォーム工事や
空き家のリフォーム工事の場合は上限30万円

工事費の20％分（上限30万円）
※県産木材を３㎥以上使用するリフォーム工事や、
空き家のリフォーム工事の場合は上限40万円
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すまいる住まい！若者定住サポート事業 「すまいる！四季の郷」定住促進プロジェクト

対　　象 住宅（新築） 土地（四季の郷住宅用地）

事業内容 　定住の意思を持ち、住宅の新築や新築建売住宅の購入を
　行う若者世帯、他市町村からの移住世帯に対する補助

　町が一般に販売する土地（四季の郷住宅用地）を購入
　する方への補助

補助金額

◇若者世帯　50万円
（世帯員全員50歳未満の夫婦及び夫婦と子の世帯）
◇他市町村からの移住世帯　70万円
（世帯主が50歳未満で世帯員全員が町内に転入する世帯）
・町内業者の場合20万円を加算します
　　※町税等の滞納がないことが要件となります
　　※中古住宅の場合は対象外となります
　　※省エネ住宅ポイント制度との併用はできません

◇県外に住所を有する方　100万円
◇白鷹町以外の県内の市町村に住所を有する方　70万円
◇町内に住所を有する方 　 50万円　

併用の可否

　
併  用  可  能

　　県外からの移住世帯で町内業者施工により家を新築した場合　　土地・建物で最大190万円
　※商工会が実施する建築需要促進事業との併用はできません
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【制度の概要】


